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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第３期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第４期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第３期

会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日

売上高（百万円） 6,526 5,567 23,308

経常利益（百万円） 707 557 2,076

四半期（当期）純利益（百万円） 328 368 966

純資産額（百万円） 20,169 19,902 20,205

総資産額（百万円） 29,800 27,758 27,906

１株当たり純資産額（円） 367.40 362.55 368.06

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
5.99 6.71 17.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 67.7 71.7 72.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
508 381 2,601

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,169 △304 △2,014

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△545 △561 △1,287

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
3,605 3,602 4,103

従業員数（人） 795 1,031 1,041

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,031    

（注）従業員数は就業人員で記載しております。　

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 19     

（注）従業員数は就業人員で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

カード機器及びその他事務用機器関連事業 126 32.9

コンピュータ周辺機器関連事業 831 54.0

設計事業 866 －

その他関連品事業 270 33.4

合計 2,095 76.6

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．金額には、標準品の外部生産高を含めております。

３．設計事業につきましては、前第３四半期連結会計期間より事業を開始したため、前年同四半期比は記載して

おりません。　

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

セキュリティ機器関連事業 409 92.9

カード機器及びその他事務用機器関連事業 249 24.2

コンピュータ周辺機器関連事業 167 68.7

保守サービス関連事業 122 51.0

その他関連品事業 15 27.7

合計 964 47.9

（注）１．金額は、仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

受注高
（百万円）　

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）　

前年同四半期比
（％）

設計事業 1,343 － 2,478 －

（注）１．金額は契約価格によっております。

　　　２．設計事業につきましては、前第３四半期連結会計期間より事業を開始したため、前年同四半期比は記載しており

ません。　

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）　

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

セキュリティ機器関連事業 1,376 87.9

カード機器及びその他事務用機器関連事業 700 44.4

コンピュータ周辺機器関連事業 1,351 73.9

保守サービス関連事業 595 84.7

設計事業 866 －

その他関連品事業 677 79.8

合計 5,567 85.3

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

　　　２．設計事業につきましては、前第３四半期連結会計期間より事業を開始したため、前年同四半期比は記載しており

ません。　

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年秋以降の世界的な金融危機の影響による景気低迷が続く

中、一部では、景気対策の効果や在庫調整の進展等により回復の兆しが見られるものの、依然として企業収益の減少

による設備投資の抑制、雇用情勢の悪化による個人消費の低迷等厳しい状況で推移いたしました。

このような経済環境のもと、当社グループの経営環境も厳しい状況が続いておりますが、当第１四半期連結会計

期間において、グループ内の各連結子会社に分散している研究開発や設計開発等の技術力を集中・集約することに

より効率化を図り、専門性を高めることにより商品開発力の強化及び品質の向上等を行い、グループ全体としての

事業拡大と収益力の向上を図ることを目的として、連結子会社あいエンジニアリング株式会社を設立し、事業を開

始いたしました。　

当第１四半期連結会計期間の売上高は55億６千７百万円（前年同四半期比14.7％減）となりました。利益面につ

きましては、営業利益は４億２千７百万円（前年同四半期比22.8％減）、経常利益は５億５千７百万円（前年同四

半期比21.2％減）、四半期純利益は特別損失として投資有価証券評価損２千５百万円を計上したこと等により、３

億６千８百万円（前年同四半期比12.0％増）となりました。　

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①セキュリティ機器関連事業

セキュリティ機器関連事業につきましては、マンション向けセキュリティシステムの販売は順調に推移したも

のの、企業向け大型案件の設備投資抑制の影響を受けたこと等により、売上高は13億７千６百万円（前年同四半

期比12.1％減）となりました。

②カード機器及びその他事務用機器関連事業

カード機器及びその他事務用機器関連事業につきましては、企業の設備投資抑制の影響を受けたこと等によ

り、売上高は７億円（前年同四半期比55.6％減）となりました。 　

③コンピュータ周辺機器関連事業　

コンピュータ周辺機器関連事業につきましては、主力商品である業務用カッティングプロッタの販売が、世界

的な景気低迷による設備投資の抑制、円高による為替換算上の影響を受けたこと等により、売上高は13億５千１

百万円（前年同四半期比26.1％減）となりました。 　

④保守サービス関連事業　

保守サービス関連事業につきましては、前第２四半期連結会計期間において、メーリングシステム機器の販売

及び保守サービス事業の一部譲渡を行ったこと、企業の経費削減に伴うスポット修理・点検修理が減少したこと

等により、売上高は６億６千７百万円（前年同四半期比13.4％減）となりました。

⑤設計事業　

設計事業につきましては、前第３四半期連結会計期間より開始した構造設計、耐震診断、建築設計、監理事業に

より、売上高は８億６千６百万円となりました。

⑥その他関連品事業　

その他関連品事業につきましては、計測器や環境試験装置等の販売が企業の設備投資抑制の影響を受けたこと

等により、売上高は６億７千７百万円（前年同四半期比20.2％減）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

所在地別にみますと、日本国内につきましては、売上高は53億１千３百万円（前年同四半期比15.6％減）、北米地

域につきましては、売上高は４億円（前年同四半期比44.0％減）、欧州地域につきましては、売上高は２億１千２百

万円（前年同四半期比38.8％減）となりました。

（注）事業の種類別売上高及び所在地別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。

EDINET提出書類

あいホールディングス株式会社(E03006)

四半期報告書

 6/27



(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、36億

２百万円となり、前第１四半期連結会計期間末と比較して３百万円減少となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は３億８千１百万円（前年同四半期は５億８百万円の獲得）となりました。これ

は主に、法人税等の支払額４億６千８百万円や売上債権の増加３億５百万円等の支出がありましたが、税金等調

整前四半期純利益５億２千７百万円や仕入債務の増加６億６千４百万円等の収入があったことによるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は３億４百万円（前年同四半期は11億６千９百万円の使用）となりました。これ

は主に、貸付による支出１億９千１百万円、事業譲受による支出１億２千９百万円等の支出があったことによる

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は５億６千１百万円（前年同四半期は５億４千５百万円の使用）となりました。

これは主に、配当金の支払額５億４千８百万円等の支出があったことによるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億１千１百万円であります。なお、

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,590,410 56,590,410
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株　

計 56,590,410 56,590,410 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年７月１日

～平成21年９月30日
－ 56,590,410 － 5,000 － 1,045

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式 　 

1,694,500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式 

54,847,100
548,471 ―

単元未満株式
普通株式　　    

48,810
― ―

発行済株式総数 56,590,410 ― ―

総株主の議決権 ― 548,471 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株が含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

あいホールディングス

株式会社

東京都中央区日本

橋久松町12番８号
1,694,500 － 1,694,500 2.99

計 ― 1,694,500　 － 1,694,500 2.99

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は1,694,600株、その発行済株式総数に対する所有割合は

2.99％であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月

最高（円） 345 373 334

最低（円） 304 322 300

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　また、当第１四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）附則第７条第１項第１号ただし書きにより、改

正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,627 4,132

受取手形及び売掛金 4,759 4,797

リース投資資産 514 528

商品及び製品 2,611 2,521

仕掛品 151 137

未成工事支出金 566 547

原材料及び貯蔵品 615 629

繰延税金資産 800 887

短期貸付金 610 439

未収還付法人税等 423 241

その他 739 666

貸倒引当金 △101 △90

流動資産合計 15,317 15,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,732 1,760

土地 4,274 4,274

その他（純額） 448 463

有形固定資産合計 ※1
 6,456

※1
 6,499

無形固定資産

のれん 1,202 1,045

その他 276 297

無形固定資産合計 1,479 1,342

投資その他の資産

投資有価証券 2,376 2,527

長期貸付金 267 281

繰延税金資産 1,434 1,368

その他 555 579

貸倒引当金 △130 △130

投資その他の資産合計 4,504 4,626

固定資産合計 12,440 12,468

資産合計 27,758 27,906

EDINET提出書類

あいホールディングス株式会社(E03006)

四半期報告書

12/27



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,830 2,163

未払法人税等 106 322

賞与引当金 237 84

製品保証引当金 29 31

受注損失引当金 ※2
 11 －

その他 1,614 1,981

流動負債合計 4,830 4,583

固定負債

長期借入金 － 8

退職給付引当金 556 565

負ののれん 1,063 1,167

その他 1,405 1,374

固定負債合計 3,024 3,117

負債合計 7,855 7,700

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 9,049 9,049

利益剰余金 7,909 8,090

自己株式 △1,139 △1,139

株主資本合計 20,819 20,999

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △498 △413

繰延ヘッジ損益 4 1

為替換算調整勘定 △423 △382

評価・換算差額等合計 △916 △794

純資産合計 19,902 20,205

負債純資産合計 27,758 27,906
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,526 5,567

売上原価 4,026 3,397

売上総利益 2,499 2,169

販売費及び一般管理費

役員報酬 41 54

給料及び手当 677 601

賞与 109 90

賞与引当金繰入額 43 18

退職給付費用 27 39

減価償却費 55 57

のれん償却額 10 32

貸倒引当金繰入額 0 13

その他 977 833

販売費及び一般管理費合計 1,944 1,742

営業利益 554 427

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 0 －

負ののれん償却額 105 104

持分法による投資利益 2 10

為替差益 27 －

その他 18 50

営業外収益合計 156 167

営業外費用

支払利息 1 1

為替差損 － 11

賃貸費用 1 1

その他 0 24

営業外費用合計 4 38

経常利益 707 557

特別利益

投資有価証券売却益 1 －

貸倒引当金戻入額 3 0

その他 0 2

特別利益合計 5 3

特別損失

固定資産除却損 － ※
 7

投資有価証券評価損 165 25

その他 2 0

特別損失合計 167 33

税金等調整前四半期純利益 544 527

法人税、住民税及び事業税 117 77

法人税等調整額 98 81

法人税等合計 215 159

四半期純利益 328 368
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 544 527

減価償却費 105 89

負ののれん償却額 △105 △104

投資有価証券評価損益（△は益） 165 25

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4 △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 12

賞与引当金の増減額（△は減少） 230 157

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 1 1

売上債権の増減額（△は増加） △240 △305

たな卸資産の増減額（△は増加） △327 △11

仕入債務の増減額（△は減少） 349 664

その他 △166 △202

小計 542 849

利息及び配当金の受取額 4 1

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △36 △468

営業活動によるキャッシュ・フロー 508 381

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △51 △19

無形固定資産の取得による支出 △30 △2

投資有価証券の取得による支出 △127 △2

投資有価証券の売却による収入 323 4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△159 －

貸付けによる支出 △1,346 △191

貸付金の回収による収入 224 12

事業譲受による支出 － △129

その他 △1 24

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,169 △304

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △9 －

長期借入れによる収入 90 －

長期借入金の返済による支出 △80 △8

配当金の支払額 △548 △548

その他 2 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △545 △561

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,212 △501

現金及び現金同等物の期首残高 4,818 4,103

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,605

※
 3,602
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）平成21年７月１日にあいエンジニアリング株式会社を設立し、連結子会

社に含めることにいたしました。    　

　　また、平成21年９月30日にSilhouette America, Inc. （米国　ユタ州）を

設立し、連結子会社に含めることにいたしました。

 (2）変更後の連結子会社の数　14社

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連

結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約

から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　これにより、売上高は137百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は、それぞれ30百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 (2）企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月

26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計

基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号　平成20年12月26日）が平成21年４月１日以後開始する

連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適

用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期

間からこれらの会計基準等を適用しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は6,081百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は6,229百万円であ

ります。

※２．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、受注損失引当金に対応する額は52百万円

であります。　

──────

３．保証債務 ３．保証債務

(1）マンション管理組合等のリース債務に対する債務

保証

マンション管理組合等（３件） 1百万円

(1）マンション管理組合等のリース債務に対する債務

保証

マンション管理組合等（11件） 38百万円

(2）従業員の借入金（住宅資金）に対する債務保証

従業員（19名） 20百万円

(2）従業員の借入金（住宅資金）に対する債務保証

従業員（17名） 16百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

────── ※　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

その他 7百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 3,629百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △23百万円

現金及び現金同等物 3,605百万円

 

現金及び預金勘定 3,627百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

別段預金　

△9百万円

△15百万円　

現金及び現金同等物 3,602百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 56,590,410株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,694,697株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月29日

定時株主総会
普通株式 548 10平成21年６月30日平成21年９月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 

セキュリ
ティ機器関
連事業
(百万円)

カード機器
及びその他
事務用機器
関連事業
(百万円)

コンピュー
タ周辺機器
関連事業
(百万円)

保守サービ
ス関連事業
(百万円)

その他関
連品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対す

る売上高
1,566 1,577 1,828 703 849 6,526 － 6,526

(2) セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 67 － 67 (67) －

 計 1,566 1,577 1,828 770 849 6,593 (67) 6,526

 営業利益 297 87 4 26 95 512 41 554

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 

セキュリ
ティ機器
関連事業
(百万円)

カード機
器及びそ
の他事務
用機器関
連事業
(百万円)

コン
ピュータ
周辺機器
関連事業
(百万円)

保守サー
ビス関連
事業
(百万円)

設計事業
(百万円)

その他関
連品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高          

(1) 外部顧客に対す

る売上高
1,376 700 1,351 595 866 677 5,567 － 5,567

(2) セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 71 － － 71 (71) －

 計 1,376 700 1,351 667 866 677 5,639 (71)5,567

 
営業利益又は

営業損失（△）
205 72 74 △5 77 △5 419 8 427

（注）１．事業区分の方法

事業区分は商品及び製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品及び製品

事業区分 主要商品及び製品

セキュリティ機器関連事業 デジタル監視システム機器

カード機器及びその他事務用機器

関連事業

カード発行システム機器、メーリングシステム機器、鉄骨ＣＡＤシステム、その他

事務用機器

コンピュータ周辺機器関連事業 インクジェットプロッタ、カッティングプロッタ、スキャナ、サプライ用品等

保守サービス関連事業 保守サービス、消耗品

設計事業 構造設計、耐震診断、建築設計、監理事業

その他関連品事業
計測器、レーザドップラ振動計、サプライ用品、遊技設備、放送設備等の付帯設備、

リース・割賦仲介業等
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３．会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間　

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

（たな卸資産の評価方法の変更）

当第１四半期連結会計期間より連結子会社であるドッドウエル　ビー・エム・エスは、従来、個別法による

原価法を採用しておりましたが、連結グループの会計処理の統一を図り、適切な期間損益計算を実施するた

め、新たな販売管理システムの導入を機に、当第１四半期連結会計期間から総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴う各セグ

メントの損益に与える影響は軽微であります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益

に与える影響はありません。

当第１四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、請負工事

に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高

は「設計事業」で137百万円増加し、営業利益は「設計事業」で30百万円増加しております。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、「企業結

合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成

20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月

26日）が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等

から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を

適用しております。

４．事業区分の方法の変更

事業区分の方法については、前第３四半期連結会計期間より、株式会社塩見の営む構造設計、耐震診断、建

築設計、監理事業を、当社連結子会社である株式会社塩見設計が譲り受け、事業を開始したことに伴い、「設

計事業」を新たな区分として記載しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売

上高
5,463 714 347 － 6,526 － 6,526

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
833 － － － 833 (833) －

計 6,296 714 347 － 7,359 (833)6,526

営業利益又は営業損失

（△）
588 4 13 △14 591 △36 554

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売

上高
4,954 400 212 0 5,567 － 5,567

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
359 － － － 359 (359) －

計 5,313 400 212 0 5,927 (359)5,567

営業利益又は営業損失

（△）
380 13 6 △8 391 36 427

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

北米……………アメリカ

欧州……………オランダ

その他…………韓国

３．会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間　

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

（たな卸資産の評価方法の変更）

当第１四半期連結会計期間より連結子会社であるドッドウエル　ビー・エム・エスは、従来、個別法による

原価法を採用しておりましたが、連結グループの会計処理の統一を図り、適切な期間損益計算を実施するた

め、新たな販売管理システムの導入を機に、当第１四半期連結会計期間から総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴う各セグ

メントの損益に与える影響は軽微であります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益

に与える影響はありません。
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当第１四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、請負工事

に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高

は「日本」で137百万円増加し、営業利益は「日本」で30百万円増加しております。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、「企業結

合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成

20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月

26日）が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等

から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を

適用しております。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円）　 544 401 479 1,425

Ⅱ　連結売上高（百万円）    6,526

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.3 6.1 7.4 21.8

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円）　 292 284 284 861

Ⅱ　連結売上高（百万円）    5,567

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.2 5.1 5.1 15.5

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

  (1）北米………………アメリカ、カナダ

  (2）欧州………………ヨーロッパ、ロシア

  (3）その他の地域……南米、東南アジア、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものについては、著しい変動が認めら

れないため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

デリバティブ取引については、著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

共通支配下の取引等

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取

引の目的

(1）対象となった事業の名称及びその事業の内容

　事業の名称　　当社グループにおける開発設計部門（品質保証部門を含む）の事業

　事業の内容　　セキュリティシステム商品、カード発行システム商品、計測機器、コンピュータ周辺機器

等の設計開発等

(2）企業結合日

　平成21年７月１日

(3）企業結合の法的形式

　グラフテック株式会社（当社の連結子会社）を分割会社、あいエンジニアリング株式会社（当社の連

結子会社）を承継会社とする会社分割

(4）結合後企業の名称

　あいエンジニアリング株式会社（当社の連結子会社）

(5）その他取引の概要に関する事項

　当社グループ内における組織再編の一環として、各連結子会社それぞれにおいて行っている研究開発

や開発設計等の技術力をあいエンジニアリング株式会社に集中・集約することにより、効率化を図り、

専門性を高め、当社グループの商品開発力の強化及び品質の向上等を行い、グループ全体としての事業

拡大と収益力の向上を図ることを目的としております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共

通支配下の取引として処理しております。　

EDINET提出書類

あいホールディングス株式会社(E03006)

四半期報告書

23/27



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 362.55円 １株当たり純資産額 368.06円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5.99円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 6.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 328 368

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 328 368

期中平均株式数（千株） 54,896 54,895

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

リース取引については、著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

あいホールディングス株式会社
取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　田 　　栄　　　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているあいホールディング

ス株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、あいホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

あいホールディングス株式会社
取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　田 　　栄　　　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているあいホールディング

ス株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、あいホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２．(1）に記載されているとおり、当第１四半期連結会

計期間より工事契約に関する会計基準（企業会計基準第15号）、工事契約に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適

用指針第18号）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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